
都道府県財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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埼玉県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄
【財政力指数】
○ここ３年間で連続して上昇しており、０．６５となっている。これは景気の回復による法人２税（県民税法人割、法人事業税）の増加による
基準財政収入額の伸びが、高齢者福祉費等の基準財政需要額の伸びを上回ったためである。
【経常収支比率】
○１５年度９１．９％、１６年度９３．５％、１７年度９４．９％と３年連続で上昇している。分母となる経常一般財源は、税収や所得譲与税の伸
びなどにより、過去最高となったが、分子である人件費、補助費等が伸びたことによる。今後、「集中改革プラン」に基づく定数削減の推進
や事務事業の見直し等により、経常経費の抑制に努める。
【人口１人あたり人件費・物件費等決算額】
○全国平均を下回る人口当たり職員数で、効率的な行政運営を行っていることにより、全国でも２番目に少ない。今後も、組織の統廃合、
公の施設の管理費の圧縮など、歳出の見直しに取り組む。
【ラスパイレス指数関係】
○平成１７年度においては、年功的な要素が強いと指摘されていた給料表について、職務・職責に応じた給与構造への転換を図る観点か
ら、級構成の見直し（１１級制から１０級制）、職務の級間の給料表水準の重なりの縮小、枠外昇給制度の廃止などの給与構造の見直しを

行った。

【一人あたり地方債現在高】
○１７年度末の地方債現在高は２兆９，３０５億７，５０８万円であり、本県１人当たり４１万７，４６６円となっている。県債の発行を極力抑制して
いるが、前年度よりも現在高は増加している。ただし、１人あたり地方債現在高は全国でも３番目に少ない。
【実質公債費比率】
○平成１７年度の単年度の実質公債費比率は１４．６％である。今後、短期的には１７年度の都道府県平均水準以下に低下する見込みであ
るが、中長期的には上昇が見込まれる。
【人口100,000人当たり職員数】
○警察官の人員増を図りつつも、一般行政部門などでの定数削減を積極的に進め、人口当たりの職員数は全国平均を下回り、効率的な行
政運営を行っている。今後とも事務事業の見直しなどにより定数削減計画を着実に推進し、一層簡素で効率的な組織体制の整備を図る。


